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1　はじめに
  日本の人口は、平成 19年にピーク（127,771 千人）*1を迎え、以後、長期の人口減少過程に入っている。平
成 23年度末の公債残高（特例公債残高と建設公債残高の合計）は 668兆円であり、同年度の一般会計税収予
算額の約 41兆円の 16倍を上回る額 *2である。今後、公共事業は、東日本大震災による被災地復興などが加
わり、その必要性を精査して統制しなければならない。
　公共事業の統制手法の中で、費用効果分析は事前と事後に共通する評価軸となる。費用効果分析は、平成 9
年 12月の内閣総理大臣の指示により、新規事業の採択段階において基本的に全事業、その後の再評価、事後
評価においても実施されることになった *3。分析結果が 1を上回らなければ社会経済的に効率的な施策・事業
とはいえない。効果とは、施策・事業の効果として考えられる定性的及び定量的な効果であり、便益とは、定
量的な効果のうち、貨幣価値換算が可能なものである *4。ここで、便益と貨幣価値に換算した費用を比較した
ものを費用便益分析（費用効果分析の一部）という。事前評価おいては、可能な限り予測される効果やそのた
めに必要となる費用を推計・測定し、それらを比較する。その際、効果については、受益の帰属する範囲や対
象を極力特定し、可能な限り定量化する。また、費用については、評価対象政策に係る直接的な支出のみなら
ず、附随的に発生するそれ以外の費用（例えば社会費用）についても可能な限り含める *5こととしている。
事後評価においては、事業の目的、目標等の実現状況や事前評価などの検証を行い、それによって得られた情
報をそれ以後の事業の企画立案やそれに基づく実施、事前時点での評価に活用していくことは有益である *6。
　道路事業を例にとると、費用便益分析は、ある年次を基準年とし、道路整備が行われる場合と、行われない
場合のそれぞれについて、一定期間の便益額、費用額を算定し、道路整備に伴う費用の増分と、便益の増分を
比較することにより分析、評価を行うものである *7。道路の整備に伴う効果としては、渋滞の緩和や交通事故
の減少の他、走行快適性の向上、沿道環境の改善、災害時の代替路確保、交流機会の拡大、新規立地に伴う生
産増加や雇用・所得の増大等、多岐多様に渡る効果が存在する。費用便益分析マニュアルにおいては、それら
の効果のうち、現時点における知見により、十分な精度で計測が可能でかつ金銭表現が可能である、「走行時
間短縮」、「走行経費減少」、「交通事故減少」の項目について、道路投資の評価手法として定着している社会的
余剰を計測することにより便益を算出する *8。費用としては、道路整備に要する事業費（用地費を含む）及び、
維持管理に要する費用があげられる。消費税相当額は費用から控除して算定する。厳密には、便益算定時に対
象となる全路線において、当該道路整備が行われる場合と、行われない場合のそれぞれについて、道路整備に
要する事業費及び維持管理に要する費用の合計を算出し、その差を費用として計上するべきであるが、算出が
困難な場合、当該道路整備に要する事業費及び、当該道路の供用後に必要となる維持管理に要する費用のみの
計上でよい *9。
　ここで、便益は、交通量予測の手法、費用は、事業費と維持管理費を算出して総費用を出しているため、周
辺環境への影響などが考慮されていないことが、それぞれ問題となった。
　裁判所は費用便益分析も判断の内容とし、かつ公正に分析をすべきであるとの東京弁護士会期成会の提言 *10
があるように、費用便益分析の判断内容には充分な司法審査が及んでいないのが現状である。行政法学の主な
学説や最高裁判所は、行政事件訴訟法第 30条を根拠として、行政庁の裁量に基づきなされた処分は、裁量権
の踰越・濫用があった場合にのみ裁判所の審査の対象となり、このような程度に至らない裁量権の行使の当不
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当の問題については裁判所はこれを審査の対象としない *11という立場を採っている。
　一部の行政法学者は、訴訟要件の拡大や実体審理の方式をめぐって各種の提言をなしてきた。しかし、最高
裁や下級審の判例は殆ど反応を示してこなかった。あたかも面倒な科学技術問題には立ち入りたくないという
様な態度で、法実証主義を極度に徹底した如き法解釈を行うか、形式的には科学技術判断に立入ったように装
いながら、その実は、行政の判断形成経過を摘示して、その過程は合理的だと述べるのみでその理由を述べず
裁量濫用を否定している *12。
　憲法学の立場から、判断過程を審査するときに、どのような視点から行うかが重要であり、実体的審査も必
要である *13と指摘されている。行政裁量の司法審査に関する学説の中で一番厳しい司法審査といわれる実体
的審査でも、「裁判所が全面的に自らの目で審理し、裁判官の判断を最優先し、終局的なものとする *14」に止
まり、科学技術的視角からの合理的判断ではない。
　権力分立の重点は権力相互の牽制 *15にあることに加えて、憲法第 31条及び第 76条の規定からいっても、
絶対的に司法審査に服しない行政行為というものを許容する余地はない *16という立場から、公共事業の必要
性は、科学技術的視角から合理的な審査を行うべきである。
　研究対象とする判例は、比較的新しい事件の中で、①公共事業で毎年、最大の事業費を占めている道路事業、
②行政訴訟の中で多く争われている取消訴訟、③裁判の結果に大きな影響を及ぼしている計画、技術基準、費
用効果分析、訴訟技術（立証責任、立証方法）の 4つの要因 *17の中で、公共事業抑制に大きな役割を果たす
ことが期待されている費用効果分析と予測が争われた事例を検討する。
1.1　先行研究の検討
　五十嵐敬喜らによれば、これまでのところ道路事業に関する費用効果分析が争われた司法審査の研究はない *18。
近年、後述する静岡地判平 15.11.27に至るまで費用効果分析が裁判で争点となった事例はなく、古典的な事例
であるが、事業費のみが算出され（維持管理費は計上されていない）、事業による便益（代替案ごとに走行時
間短縮、走行経費短縮、交通事故減少便益は異なるはずである）との対比、検討年数における費用便益の合算、
現在価値への引き直し等の厳密な意味での費用便益分析がなされなかった *19事例として、日光太郎杉事業認
定・土地収用裁決等取消請求事件（宇都宮地判昭 44.4.9、東京高判昭 48.7.13）がある。
　本判決は、事業の公共性を正面から承認してはいるが、（より「普通の」自然・生活環境ではなく）「かけが
えのない」非代替的価値を持つ日光太郎杉との比較衡量であるがゆえに、比較衡量の結果は、ある意味でそれ
を行う前にほぼ決定されていた *20。今日的な問題として、費用便益分析は、世代間公平等の内在的問題のほか、
環境価値の喪失（生態系破壊、景観破壊、大気汚染等）を費用として計上していない問題があり、今後は、
CVM（仮想評価法）等による環境価値の貨幣的評価（いわゆる修正費用便益分析等）の実践とこれに対する
法的評価が課題となろう *21。
2　費用効果分析が争点となった裁判例
2.1　都市計画道路区域内建築不許可処分取消請求事件
　　（静岡地判平 15.11.27、東京高判平 17.10.20、最（3小）判平 20.3.11）
2.1.1　事案の概要
　建設大臣は、……都市計画を決定した（以下「原計画決定」という。）。被控訴人（被告）は、……原計画決
定について、伊東大仁線のうち伊東市東松原町から約 180m区間（本件変更区間）につき幅員を 17mに拡幅
するという内容に変更する旨の都市計画変更決定（以下「本件変更決定」という。）をした。……本件は、都
市計画法 53条 1項に基づき、それぞれ建築の許可を申請した控訴人（原告）らが、被控訴人から、同法 54条
の許可基準に合致していないとして、これを不許可とする決定を受けたため、その取消を求めた事案である *22。
2.1.2　裁判所の判断
（1）静岡地判平 15.11.27　　
①　 将来交通量推定は、いわゆる 4段階推定法が最も標準的、基本的な手法といわれており、この手法は a経
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済指標、b発生交通量、c分布交通量、d配分交通量の 4段階の推定により将来交通量を推定する *23。
②　 道路網計画は、まず、a交通量調査等に基づき現況と課題を分析し、b将来交通需要推計等に基づき将来
像と交通体系を立案し、c交通体系計画案に評価を加え、その結果を交通体系計画案にフィードバックし
ながら、将来道路網マスタープランを策定し、d最終的に整備計画をまとめるという手順で作成されてお
り、上記交通計画策定にあたっての手順に従っており、手法に不合理な点は見いだせない *24。
③　 上位計画における将来人口は、近い将来 10万人都市を目指すという目標値である第 2次伊東市総合計画
第 5次基本計画の 100,000人、国土利用計画の 77,500人（平成 17年度）、第 5次基本計画及び基本計画の
85,000人（平成 12年度）であった。そこで、平成 12年度の将来人口は最新の上位計画である国土利用計
画を基に 77,500人としたが、平成 22年度の将来人口は、上位計画（第 5次基本計画及び基本計画）の平
成 12年度の将来人口 85,000人をそのまま適用している。このように、道路網計画は、平成 12年度の将
来人口の設定ではより新しい計画である国土利用計画を参照したのに、平成 22年の予測では古い計画で
ある第 5次基本計画等を参照し、しかも、予測する年度の平成 22年度より 10年も前の予測数値を参照し
ている。そのため、道路網計画の人口予測は高めに設定されてしまっている問題があるが、それでも上位
計画の予測数値を上回っていないので、著しく不合理とまではいえない *25。
④　 平成 2年の伊東市の総人口は 71,233人であり、道路網計画における平成 22年の予測人口は 85,000人であ
るから、人口の伸び率は約 1.2倍弱であるのに、これより高い発生集中交通量を設定したことを原告らは
問題としているが、前記①のとおり、発生集中交通量の予測では人口以外の要素も考慮されること、国の
機関の予測した結果に依拠することで上位計画との整合性をとることができることから、人口の増加率よ
りも発生集中交通量の増加率を高く設定したことが必ずしも不合理であるとはいえない *26。
（2）東京高判平 17.10.20
①　 道路網計画は、第 5次基本計画及び基本計画が平成 12年度の将来人口として設定していた 85,000人とい
う数値をそのまま平成 22年度の将来人口として設定したものであること、したがって、道路網計画の平
成 22年度の将来人口予測は過大に設定されてしまっている *27。
②　 道路網計画は、同年における就業人口を求めてこれを就業率で除して求めた推計値を平成 22年度の将来
人口予測の支えとしているが、そのような手法による将来人口予測が有力な方法であるとして一般に採用
されているものであることを認めるに足る証拠はない *28。
③　 結果的に現実に人口減少傾向が見られるゾーンほど可能収容人口の残容量が多くなり、それに対応して将
来予測される交通量も増加するという予測手法の構造自体合理性を欠くものといわざるを得ないし、また、
交通量予測の基本となる伊東市の平成 22年における総人口の予測について、過大に設定されてしまって
いるという問題があり、合理性に疑いのあるものといわざるを得ない *29。
2.1.3　分析
　静岡地判平 15.11.27は、4段階推定法が最も標準的、基本的な手法（判示①）、上記交通計画策定にあたっ
ての手順に従っており、手法に不合理な点は見いだせない（判示②）、道路網計画の人口予測は高めに設定さ
れてしまっている問題があるが、それでも上位計画の予測数値を上回っていないので、著しく不合理とまでは
いえない（判示③）と判示した。判示①から③の結果、人口の増加率よりも発生集中交通量の増加率を高く設
定したことが必ずしも不合理であるとはいえない（判示④）という考え方を示した。
　この裁判例は、「標準的、基本的な手法」に従って交通量を推測しているため、不合理とはいえないとして
いる。
　東京高判平 17.10.20は、道路網計画の平成 22年度の将来人口予測は過大に設定（判示①）、就業人口を求め
てこれを就業率で除して求めた推計値を平成 22年度の将来人口予測の支えとしているが、そのような手法に
よる将来人口予測が有力な方法であるとして一般に採用されていない（判示②）と判示した。判示①と②の結
果、予測手法の構造自体合理性を欠く（判示③）と総人口の予測について、過大に設定された（判示③）こと
から、合理性に疑いのあるものといわざるを得ない（判示③）という考え方を示した。
　この裁判例は、一般に採用されていない「予測手法」を採用していたことと、「将来人口予測」が過大であ
ることから「合理性に疑いのある」としている。
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　都市計画に関する基礎調査の結果が客観性、実証性を欠く場合には都市計画が違法であるとした *30事例で
ある。
2.2　圏央道あきる野 IC事業認定・収容裁決取消請求事件
　　（東京地判平 16.4.22、東京高判平 18.2.23）
2.2.1　事案の概要
　本件事業の起業者である国と日本道路公団は、用地の任意買収に応じなかった地権者らの所有地部分を起業
地として本件事業認定を申請し、当時の建設大臣は、平成 12年 1月 19日付けで本件事業認定を行った。同事
業認定に対し、収用の対象となった土地又は土地上の建物の所有者等が原告となり、当時の建設大臣を被告と
して事業認定取消訴訟を提起したのが第 1事件である *31。第 1事件進行中の平成 14年 9月 30日、東京都収
用委員会が起業者からの申請に基づき、起業地について収用裁決を行ったため、裁決の名宛人となった原告ら
が、東京都収用委員会を被告として裁決取消訴訟を提起したのが第 2事件である。両事件は、主張内容が重な
り、原告らがほぼ共通し、原告らの訴訟代理人も共通であったことから、当初より併合審理されている上、両
事件に、起業者である国と日本道路公団が行政事件訴訟法 22条により訴訟参加している事案である *32。
2.2.2　裁判所の判断
（1）東京地判平 16.4.22　
①　 公共の利益の範疇においても、事業によって生じる便益（道路建設の場合であれば利便性の向上、渋滞の
解消）と、失われる利益（環境一般に与える悪影響、受忍限度の範囲内において地域住民に生じる騒音、
大気汚染等の不快感等）については、やはり利益の質が異なり、何らかの特別な視点によらない限りその
まま比較衡量することは事実上困難であるといわざるを得ないのである。このような、さまざまな性質を
異にする利益を比較衡量という手法を使って勘案するに当たり、結局のところどのような価値を最も重視
すべきかということについては、現行の法体系の下で社会に普遍的に受け入れられた価値の優先順位を探
求する必要が生じているのであり、そのような場面で作用するのが事業認定庁に認められた裁量である *33。
②　 事業認定庁の裁量に基づく判断は、比較衡量を行うに当たって当然に考慮すべき要素（現行の法体系の下
で社会に普遍的に受け入れられている諸価値）を考慮した上で行われるべきものであって、その判断が、
事業認定庁に与えられた裁量の趣旨からして本来考慮すべきでない要素を過大に重視し、また、本来考慮
すべき要素を不当に軽視し、その結果が判断を左右したものと認められる場合には、その判断過程には社
会通念上看過することができない過誤欠落があるあるというべきでり、同判断はとりもなおさず裁量判断
の方法ないしその過程に誤りがあるものとして違法となる *34。
③　 圏央道事業全体の意義として、a都心部の通過交通が迂回路として利用し得る環状道路を建設することに
より都心部の渋滞が緩和されることを挙げ、本件起業地であるあきる野市付近の意義として、b南北の幹
線道路であり慢性的に渋滞している国道 16号線及び 411号線の混雑を緩和させ、付近の生活道路に侵入
してくる通過交通を排除することを挙げている *35。……aの点は具体的な根拠に基づかないものであり、
真摯な検討を行っていない *36。……bについてもそのような効用が期待できるものかどうか明らかではな
い *37。
④　 得られるであろう積極的な価値のみに注目しており、本件事業を施行することによって生じる周辺環境へ
の影響、それを最小限にとどめるために必要とされる対策費などの負の側面については一切考慮されてい
ないことなどに照らすと、このような数値を前提として本件事業によって多大な便益が生じるものと判断
することはおよそ不合理であって、上記の点を捨象してこのような数値を前提に判断を進めることは許さ
れない *38。
（2）東京高判平 18.2.23
①　 費用便益分析は、建設省が、有識者らの意見を採り入れて平成 10年 6月に作成した「費用便益分析マニ
ュアル（案）」に基づいて行われたものであって、対象路線について、一方で交通需要予測（交通量、走
行速度、路線条件）を行い、走行時間短縮便益、走行費用減少便益、交通事故減少便益を計測して総便益
を出し、他方で事業費と維持管理費を算出して総費用を出し、総便益と総費用のいずれもを現在価値に引
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き直した上で分析を行うというものであり、その後も国土交通省において同様の手法による「費用便益分
析マニュアル」が継続して用いられていることが認められ、その分析手法に特に不合理な点はみられない *39。
2.2.3　分析
　東京地判平 16.4.22は、失われる利益（環境一般に与える悪影響、受忍限度の範囲内において地域住民に生
じる騒音、大気汚染等の不快感等）などを比較衡量の対象とするべき（判示①）、比較衡量を行うに当たって
当然に考慮すべき要素（現行の法体系の下で社会に普遍的に受け入れられている諸価値）を考慮した上で行わ
れるべき（判示②）、「圏央道事業全体の意義」について、具体的な根拠に基づかないもの（判示③）、「国道
16号線及び 411号線の混雑を緩和させ、付近の生活道路に侵入してくる通過交通を排除」について、そのよ
うな効用が期待できるものかどうか明らかではない（判示③）と判示した。
　同裁判例は、判示①から③の理由から、費用便益分析マニュアル（案）について、「得られるであろう積極
的な価値のみに注目しており、本件事業を施行することによって生じる周辺環境への影響、それを最小限にと
どめるために必要とされる対策費などの負の側面については一切考慮されていない」として、このような数値
を前提に判断を進めることは許されないとした（判示④）。
　東京地判平 16.4.22は、日光太郎杉事業認定・土地収用裁決等取消請求事件（宇都宮地判昭 44.4.9、東京高
判昭 48.7.13）以来、初めて道路裁判の中で、具体的な根拠と効用（判示③）と費用便益分析マニュアル（案）
の内容（判示④）の実体的審査に踏み込んだ判決であった。
　一方、東京高判平 18.2.23は、「費用便益分析マニュアル」が継続して用いられていることが認められ、その
分析手法に特に不合理な点はみられないという考え方を示した。
　この東京高判平 18.2.23は、費用便益分析マニュアルを用いているため不合理な点がないという考え方を示
している。しかし、同マニュアルは、走行時間短縮便益、走行費用減少便益、交通事故減少便益を計測して総
便益を出しているが、全ての算出根拠が明らかにされていない。また、事業費と維持管理費を算出して総費用
を出しているため、周辺環境への影響などが考慮されていない問題もある。
2.3　圏央道事業認定・収用裁決取消請求事件
　　（東京地判平 17.5.31、東京高判平 20.6.19、最（2小）判平 21.11.13）
2.3.1　事案の概要
　本件は、圏央道と中央道との接続点である八王子ジャンクションの建設予定土地若しくは同建設予定土地の
立竹木に所有権若しくは賃借権の権利を有する者、同建設予定土地周辺の裏高尾地区等に居住する者又は裏高
尾・高尾山等の自然等を保護しようとする個人若しくはいわゆる環境保護団体等である多数の原告らが、……
本件起業地について土地収用法 16条所定の事業の認定を行うことは同法 20条 2号から 4号までの要件を満た
しておらず、……本件事業認定の取消を求めた事案である *40。
2.3.2　裁判所の判断
（1）東京地判平 17.5.31
①　 本件費用便益分析に当たっては、……マニュアルに従い、……まず、便益については、基準年（平成 11
年度）における走行時間短縮便益、走行経費減少便益及び交通事故減少便益は、それぞれ 7,041億円、
723億円、331億円と算出され、その合計額は、8,095億円となった。次に、費用については、基準年（平
成 11年度）における事業費及び維持管理費は、それぞれ 3,487億円、158億円と算定され、その合計額は、
3,645億円となった。その結果、費用便益比（B／ C）は、2.2と算定された *41。
②　 得られる公共の利益は、広域的には、a都心部流入交通の分散による都区部の交通混雑の緩和、b首都圏
全体の交通の円滑化及び c地域間交通の拡大と産業活動の活性化であり、また地域的には、d地域の幹線
道路の交通混雑の緩和、e周辺の市街地生活道路に流入していた通過車両の排除及び f交通事故の減少で
ある *42。
③　 失われる利益についてみると、a健康面での自然環境への影響は、大気汚染、騒音、振動、低周波空気振
動については、騒音、次いで大気汚染を中心に、本件起業地周辺での悪影響が予測されるものの、環境基
準内のものであって、いずれも、極めて深刻なもの、あるいは過大視すべきものであるとまではいえない
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こと、bその他の自然環境（景観、水質汚濁、陸上動植物、水生生物及び地形・地質については、東京都
環境影響評価条例に基づく本件環境影響評価及びその後に行われた本件環境影響照査において、適切な環
境保全のための措置を講ずることにより、環境への影響は少ないものとされていること、さらに、c歴史的・
文化的環境への影響については、東京都教育委員会委員長からも特段の異議はなく、発掘調査等により保
護されるべきものであり、また、国の史跡である八王子城趾の現状変更等についても文化庁長官から一定
の条件下で同意を受けていること、d生活基盤への影響は極力少ない制限に止められていることなどの諸
点を総合すると、本件事業によって失われる利益の程度は、前述した本件事業によって得られる公共の利
益に比べれば小さい *43。
（2）東京高判平 20.6.19
①　 本件圏央道事業区間の費用便益分析は、マニュアルに基づいて行ったものであり、その方法が相当でない
ということはできない *44。
②　 本件費用便益分析における将来（平成 32年）交通量の推計、将来の発生集中交通量、分布交通量の推計は、
マニュアルに従うものであって、これが相当でないということはできない *45。
2.3.3　分析
　東京地判平 17.5.31は、認定事実の中の費用便益分析により、本件事業によって失われる利益の程度は、前
述した本件事業によって得られる公共の利益に比べれば小さいという考え方を示した。東京高判平 20.6.19の
「費用便益分析は、マニュアルに基づいて行ったものであり、その方法が相当でないということはできない」
という判示は、東京高判平 18.2.23と同じ考え方である。
2.4　圏央道事業認定・裁決取消請求事件
　　（東京地判平 22.9.1）
2.4.1　事案の概要
　起業者らは本件事業認定に係る事業を施行することにより、高尾山の歴史的な自然環境や生態系、水脈、景
観等を破壊するとともに、重大な大気汚染、騒音、振動、低周波空気振動が発生して周辺住民の健康に重大な
影響をもたらし、その生活環境を破壊するなどとして、本件事業認定等の取消を求めた事案である *46。
2.4.2　裁判所の判断
（1）東京地判平 22.9.1
①　 費用便益分析が実施されていることが同法に基づく事業の認定の要件であると解すべき法令上の根拠は見
当たらないし、また、平成 15年 8月マニュアルによる費用便益分析の結果である費用便益比が一定の数
値を下回ることをもって、当該事業が同条 3号及び 4号の要件に該当しないものであると解すべき法令上
の根拠も見当たらない *47。
②　 マニュアルにおいて算定の対象とされている便益は、走行時間短縮、走行経費減少及び交通事故減少に関
するもののみである一方で、舗装による運転者の走行快適性の向上等の他の直接的な効果や雇用創出等の
間接的な効果については算定の対象とされておらず、本件各事業に係る費用便益分析についても同様にそ
の便益の一部のみが算定の対象となっていることなどによれば、本件事業認定に当たり、費用便益分析の
結果を斟酌すること自体がおよそ不合理であり、これをもって国土交通大臣がその裁量権の範囲を逸脱し、
又はこれを濫用したものであるということはできない *48。
③　 本件各事業の施行によって得られる公共の利益が自然環境への影響によって失われる利益に優越するとの
判断につき、それが重要な事実の基礎を欠くか又はその内容が社会通念に照らし著しく妥当性を欠くと認
めるに足りない *49。
④　 本件各事業の施行によって得られる公共の利益が歴史的ないし文化的環境及び生活環境への影響によって
失われる利益に優越するとの判断につき、それが重要な事実の基礎を欠くか又はその内容が社会通念に照
らし著しく妥当性を欠くと認めるに足りない *50。
2.4.2　分析
　判示①は、費用便益分析の実施とその結果は、事業認定の要件ではなく、判示②は、便益はその一部しか計
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上されていないため過少に評価され、判示③と④は、公共の利益が自然環境などに対する影響に優越するとい
う裁判所の考え方を示したものであった。
　何故、便益の過小評価を認めて、費用に環境価値などを含めないことが「著しく妥当性を欠くと認めるに足
りない」のか、また、「費用便益分析の結果を斟酌」しないことが、「裁量権の範囲を逸脱し、又はこれを濫用
したものであるということはできない」のか、疑問が残る事例である。
3　裁判の評価
3.1　予測
　裁判所の予測に対する考え方は、次の 3つに分けることができる。
　第 1に、「標準的、基本的な手法」に従って交通量を推測している（静岡地判平 15.11.27）、「費用便益分析
マニュアル（案）」に基づいて行われた（東京高判平 18.2.23）、マニュアルに従うもの（東京高判平 20.6.19）
という理由で不合理とは（相当でない）とはいえないというものである。
　第 2に、一般に採用されているものであることを認めるに足る証拠はない（東京高判平 17.10.20）という理
由から合理性を欠くというものである。
　第 3に、総人口の予測について、過大に設定されてしまっているという問題があり、合理性に疑いのあるも
の（東京高判平 17.10.20）である。
　ここで、第 1と第 2は、行政が定めた手順（マニュアルと設計基準）を問題とした点で、合理的な理由がな
いのに本件設計基準で定められた極めて重要な調査を省略するなどして手続を進めた場合には、……手続が適
正でないとの評価を受け得ることもあるものというべきである（永源寺第 2ダム事業計画決定等取消請求事件
（大阪高判平 17.12.8））*51と同じ立場である。
3.2　費用便益分析
　裁判所の費用便益分析に対する考え方は、次の 4つに分けることができる。
　第 1に、費用便益分析の実施とその結果は、事業認定の要件ではない（東京地判平 22.9.1）というものである。
　第 2に、費用便益分析マニュアルに基づいて計算していることで不合理な点はない（東京高判平 18.2.23、
東京高判平 20.6.19）というものである（東京地判平 17.5.31同旨）。
　第 3に、便益はその一部しか計上されていないため過少に評価され、公共の利益が自然環境などに対する影
響に優越する（東京地判平 22.9.1）というものである。
　第 4に、得られるであろう積極的な価値のみに注目しており、本件事業を施行することによって生じる周辺
環境への影響、それを最小限にとどめるために必要とされる対策費などの負の側面については一切考慮されて
いないことなどに照らすと、このような数値を前提として本件事業によって多大な便益が生じるものと判断す
ることはおよそ不合理であって、上記の点を捨象してこのような数値を前提に判断を進めることは許されない
（東京地判平 16.4.22）というものである。
　この中で、環境価値などを認めているのは、東京地判平 16.4.22のみである。
　この点、東京地判平 16.4.22の控訴理由書は、次のように反論している。
　事業認定庁は、その申請に係る事業計画の内容について、諸事情を総合考慮して適合性を判断するのであっ
て、その判断に際して裁量が認められるのであり、普遍的に受け入れられた価値に優先順位があることを前提
に、それを探求することのみに裁量があるのではない *52（判示①への反論）。その内容がいわゆる手続的瑕疵
の問題ではなく、実体的要件への適合性判断そのものの問題であることは明らかである *53（判示④への反論）。
原判決の示す判断手法が、「普遍的に受け入れられている諸価値」かどうかの疑問を提示することにより、事
業認定庁の判断を覆すための審査基準として提示されたものであるとすれば、明らかに不当なものであって、
司法審査の手法を誤るものというほかない *54（判示②への反論）。
　控訴人らは、専門家の意見を聴きながら平成 10年 6月に建設省道路局及び都市局が作成した費用便益分析
マニュアル（案）に基づき、費用便益分析を行っているものであり、原判決の上記判示はその趣旨及び分析手
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法を全く理解していない *55し、費用便益分析の趣旨及び手法を正解せず、独自の見解に基づき費用便益分析
を論難し、これに基づく事業認定の適法性を否定するものであって、失当である *56と結論付けている。
　確かに、費用便益分析は、通常一定の前提を奥ならば、誰が算定しても同一の結論に至りうる客観的手法で
ある。ただし、前提の置き方については複数の選択があり得るので、どれか 1つのみを一義的に適切なものと
して判断することは困難である。このように考えれば、費用便益分析を意図すると解釈しうる処分についての
司法審査は、いわゆる判断代置方式ではなく裁量濫用審査方式による方が妥当ということになる *57。結局の
ところ、費用便益分析に基づく客観的手法が採択され、その内容が一義的明白に立法に記述されるまでの間に
司法審査を行う場合には、行政処分にそのような想定を盛り込み得る限り盛り込む一方、実体的な判断を代置
する方式での司法審査は馴染まない *58などという意見がある。
　費用便益分析マニュアル（案）に記載されていない「周辺環境への影響、それを最小限にとどめるために必
要とされる対策費などの負の側面」としては、交通量の増大による大気汚染、騒音被害、自然破壊、遺跡・文
化財破壊 *59などと、これらに対する対策が考えられる。費用便益分析マニュアル（案）には、このような欠
如があるにも関わらず、控訴人らは、これを指摘することが実体的審査であり不当であるという。
　司法審査に服しない行政行為というものを許容する余地はないという立場からは、費用効果分析の具体的内
容に踏み込んだ科学技術的視角による合理的審査が必要である。
　したがって、費用効果分析は、事業を施行することによって生じる周辺環境への影響、それを最小限にとど
めるために必要とされる対策費などの負の側面などを含んだ科学技術的視角による合理的審査を行うべきであ
る。
4　おわりに
　これまで検討してきた裁判例の中で、科学技術的視角による合理的審査を行ったのは、東京地判平 16.4.22
のみであった。
　行政法学において、行政裁量の問題は、現在では、権力分立の原理から裁判所が全面審査（判断代置）をす
ることができない、行政がした判断事項について、行政の判断に裁量権の逸脱・濫用が認められるか否かにつ
いて議論されている。つまり、行政の判断が適切であったか否かではなく、裁量権行使に逸脱・濫用がないか
どうかが焦点となっている *60。東京地判昭 29.4.27*61などの例外はあるものの、多くの裁判例も同じ立場である。
　司法審査に服しない行政行為というものを許容する余地はないという立場からは、費用便益分析マニュアル
（案）の内容に対しても司法審査が及ぶのは当然であると考える。
　本論文で取り上げた中で、周辺環境への影響などの負の側面を費用便益分析の考慮事項とした東京地判平
16.4.22は、厳密な意味での費用便益分析がなされなかった日光太郎杉事業認定・土地収用裁決等取消請求事
件（宇都宮地判昭 44.4.9、東京高判昭 48.7.13）よりも進んだ判決であった。今後、道路裁判における費用効果
分析は、東京地判平 16.4.22のように科学技術的視角による合理的審査を行うべきであると考える。　　　　
　　　　　　　　　　　　　以上
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